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1．ヘルスケア労協について
―まずは組織の概要について、教えてください。

【上間】保健医療福祉労働組合協議会（以下、ヘ
ルスケア労協）は、保健医療・福祉産業で働く労
働者（看護師、介護士等）によって組織された連
合加盟の産業別組織です。医療従事者の地位向上
に向け、広報活動、政策提言、他労組との意見交
換などに取り組んでいます。

前身は「全国医療等関連労働組合連絡協議会（全
国医療）」で、9 つの産別組織が中心となって
1989 年に発足しました。その構成組織のうち、
日本赤十字労働組合（日赤労組）、全済生会労働
組合（全済労）、北海道社会事業協会病院労働組
合（協病労組）の 3 単組は産別組織に加入してい
ませんでしたが、定期懇談会・学習会等の共同行
動などの実績を重ねるなかで、保健医療・福祉関
係労働者のための運動をさらに発展させるため
に、新たな組織の発足を決意し、2002 年 11 月、
連合内の医療産別としてヘルスケア労協を結成し
ました。かつての全国医療については、2007 年
12 月に発展的に解散しています。

病院には大きく分けて公立病院、公的病院、民
間病院がありますが、ヘルスケア労協は、そのう
ちおもに公的病院で働く人びとを組織していま
す。現在は、日赤労組、全済労、協病労組、きら
り健康生活協同組合労働組合の 4 単組と、神奈川
県、茨城県、岡山県の 3 つの地方組織が加盟して
います。

ヘルスケア労協の組合員数は全体で約 1 万 1 千
人（2022 年時点）です。推定組織率について、

労働組合基礎調査によ
ると医療・福祉産業の
平均は 5.8% ですが、本
日のインタビュー場所
の済生会野江病院の労
働組合では約 40% です。
組合員の 8 割程度が女
性で、そのほとんどを
看護師が占めています
が、最近では、看護師
のほか、臨床検査技師、診療放射線技師、臨床工
学技士などのコメディカルにおいても女性が増加
傾向にあります。また、男性の看護師も少しずつ
ですが増えつつあります。

― 組合員の組織化はどのようにおこなっておら

れるのでしょうか？ 

【上間】野江病院では、新入看護師のオリエンテー
ションの際に、労働組合から説明と案内をする時
間を設けています。新入職員の 75% 程度の加入
を目指していますが、離職者も多いため、コロナ
禍では脱退者が加入者を上回ってしまいました。
これは、対面でのオリエンテーションが実施でき
なかったことも大きな原因と考えられます。若い
世代からすると、身近な先輩が組合に入っていた
ら自分も入ってみようと思う方もいると思います
ので、組織の維持・拡大のために、今後も力を入
れていく必要があると思っています。

ヘルスケア労協会長

上間 正彦 氏
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2．運動方針
―運動方針について、方針の内容、問題意識など

をお聞かせください。

【上間】私たちは協議会ですので、ヘルスケア労
協としての運動方針は出しておらず、年間の活動
方針を総会で決定しています。また、病院・介護
施設や地域ごとに労働条件が異なるため、賃上げ
要求などは構成組織でそれぞれ取り組むこととし
ています。

―構成組織ごとに取り組まれているのですね。単

組の方針や取り組みについてもお聞かせいた

だけますでしょうか。

【上間】私は全済労の執行委員長も務めています
ので、全済労の 2024 年春闘方針の策定を例にお
話しします。賃金については、2024 年 4 月 1 日
より基本給を 5%+ 一律 3000 円引き上げること、
公務員の賃金水準を上回る賃金制度を確立するこ
と、生活補助手当を改善することを要求案に盛り
込んでいます。労働条件については、完全週休二
日制の早期実現、勤務間インターバルを最低でも
12 時間以上とすること、交替制勤務の場合は三
交替を基本として、夜勤の実労働時間が一勤務
12 時間を超えないことなどを要求しています。

3．重点的な取り組み、課題
― 組織としてとくに重点的に取り組んでおられ

ることについて、お聞かせください。

【上間】まず前提として、介護施設の職員を含む
病院の職員の賃金は、診療報酬（介護報酬）に基
づいて決定されます。そのため、医療・介護産業
の労働組合では、毎年の診療報酬の改定に合わせ、
診療報酬を引き上げるよう上部団体や厚生労働省
に要請しています。

処遇改善に関連した取り組みとして、毎年連合
が開催している「医療・介護フェス」に積極的に
参加しています。2023 年は、フェスに合わせた
学習会を 4 年ぶりに対面で実施することができ、
看護協会から講師を招いた講演とディスカッショ
ンでは、参加者から好評を得ました。

また、他の産別組織との連携にも力を入れてい
ます。たとえば、UA ゼンセン総合サービス部門
に属する医療福祉系の労働組合や自治労の衛生医
療評議会との意見交換を実施しており、UA ゼン
セン（本部）とは合同でカスタマーハラスメント
に関する調査を実施するなど、医療・福祉産業の
地位向上をめざして連携しています。

―運動に取り組むうえでの問題意識や、現場で直

面している課題などはございますか。

【上間】課題は、やはり人員不足です。コロナ禍
を経てこの 1 ～ 2 年のあいだに、多くの病院で看
護師の離職が相次いでいます。ヘルスケア労協で
は定期的にアンケートを実施しており、その結果
をみると、人間関係の問題や労働時間、業務の多
さなどが離職の一因になっているのではないかと
考えています。

近年の看護師の業務は複雑化・多様化し、時間
当たりの業務量が増大しています。ナースコール
が鳴れば患者のもとに向かいますが、多くの看護
師は会議や資料作成など、ほかの事務作業で手一
杯になってしまっている現状があります。そして、
自分の理想と実際の仕事のあいだにズレを感じ
て、数か月程度で辞めていく方も少なくありませ
ん。コロナ禍でさらに離職者が増え、人員補充も
ままならない状況が続いています。

最近は転職も当たり前になっていますので、ひ
とつの病院に長く勤めるという感覚をもっている
看護師は多くはないと思います。職場への帰属意
識というよりむしろ「看護師」として一人前にな
りたいなど、職業自体に誇りをもっている方が多
く、病院側が、組織への帰属意識や愛着をもって
もらうために、組合員向けの広報も力を入れてい
ることもありますが、組合員の心にはなかなか響
いていないように感じています。

また、10 ～ 20 年前と比べると看護師の数自体
は増えているとはいえ、介護施設の看護師、企業
看護師、学校の養護教諭など、病院以外の現場で
働く方が増えているため、多くの病院では人手不
足であることに変わりはありません。
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― 人員不足はほかの産業にも共通する問題だと

思われますが、医療・福祉産業の特徴はどのよ

うな点でしょうか。

【上間】「2025 年問題」といわれるように、2025
年からすべての団塊世代が 75 歳を迎え、日本の
人口の 5 人に 1 人が後期高齢者となります。現在
の後期高齢者は元気な方が多く、病院にかかる方
はそれほど多くはない状況だと思いますが、さら
に 5 年経つと団塊世代も 80 代に突入することか
ら、医療体制の維持が大きな課題になると考えら
れます。

全済労の臨時大会でも力説しましたが、2023
年 9 月に厚労省が出した令和 4 年人口動態統計（確
定数）によると、2022 年の日本の出生数が約 77
万人と、過去最少を更新しました。出生数がます
ます減少し、超高齢社会に向かっていくなか、病
院や介護施設で働く職員の賃金が上がらなけれ
ば、5 ～ 10 年後も医療介護提供体制が守れるわけ
がないという危機感をもっています。さらに約 20
年後には、この少ない 77 万人の労働力を全産業
が取り合うことになりますので、需要と供給のバ
ランスが大きく崩れていくことが懸念されます。

4．国際公務労連（PSI）をつうじた運動
―2023 年 10 月に PSI の第 31 回世界大会がジュ

ネーブにて開かれました。この大会において、

印象に残ったことなどをお聞かせください。

【上間】第31回PSI世界大会に参加して印象的だっ
たことは、先ほどお話ししたような、コロナ禍後
のバーンアウトや労働環境の悪化により離職者が
増え人員不足がさらに進んでいるという、日本と
似た状況が世界の看護師たちから聞かれたことで
した。オーストラリア看護・助産師労働組合との
意見交換でも、人員不足や夜勤の問題は共通の課
題であることが分かりました。ただし、日本とは
異なり、オーストラリアでは病院でもストライキ
を辞さないことや、政権交代の追い風もあって今
後は労働条件・労働環境が改善される見込みがあ
るそうです。

この例のように、海外ではストライキも手段の
一つとしながら医療現場の労働条件・環境の改善

のための取り組みが積極的に行われている一方、
日本では医療労働者から改善を求める声を上げる
こともなかなかできていません。また、日本は近
年、賃上げに力を入れて取り組んでおり、日本で
3% の賃上げを獲得したとなると高く評価される
と思いますが、他国では同じ 3% であっても「たっ
たの 3% しか勝ち取れていない」と、低い評価し
かされていないこともあります。このようなエピ
ソードからも、日本の労働組合運動の弱さを感じ
ました。

―このほか、PSI をつうじて注力されている取り

組みがあればぜひお聞かせください。

【上間】PSI の学習会、シンポジウム、意見交換
会などに積極的に参加しています。また、直近で
は、新型コロナウイルス医薬品の知的財産権免除
の要求に関して、PSI から加盟組合に署名の呼び
かけがあり、参加しました。この署名活動の背景
には、一部の製薬会社によるワクチン製造の独占
などによって、グローバルサウスを中心にワクチ
ンの接種率が低いことや、医療従事者にすらワク
チンが不足している地域があることなどがありま
す。PSI では、すべての国にワクチンが公平に行
き渡るよう、ワクチンなどの知的財産権の適用を
除外することを加盟組合をつうじて各国政府に働
きかけています。

また、PSI には、ILO に働きかけができるとい
う点で期待しています。たとえば、1977 年に
ILO で「看護職員の雇用、労働条件及び生活状態
に関する条約」（看護職員条約、第 149 号）が採
択されていますが、日本は未だに批准していませ
ん。これに関して、世界大会でも PSI の行動プロ
グラム第 7 章「保健および社会サービス」にたい
する発言で触れましたが、長時間労働・夜勤を規
制する条約ですので、批准された場合、先ほどの
夜勤の問題が改善されていくのではないかと考え
ています。このように、PSI をつうじて ILO に要
請をおこなうということにも力を入れています。
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5．非正規労働者にかんする取り組み
―病院で働く方々のうち、非正規労働者はどのく

らいおられるのでしょうか。

【上間】20 年ほど前までは、病院で非正規雇用と
いう形態はほとんど見られませんでした。この
20 年で、事務職の補助（派遣職員）や、外来勤
務の看護師にパートタイムの方も少し増えました
が、看護師は大半が正規雇用であり、他産業に比
べると非正規雇用の割合は少ないと思います。

看護師の雇用について問題だと思っているの
は、自身の希望であればよいのですが、病院側の
都合で非正規雇用の形態で働かざるを得ない方が
いるということです。「夜勤ができない」という
理由でパートとして働くことを求められるという
話も聞かれ、対応が必要だと思っています。

【炭谷】就業規則に明文化されているわけでもな
ければ、入職時に伝えられることもありませんが、

「夜勤をしてこそ一人前の看護師だ」という看護
師の文化、風土がいまだにあると思います。ひど
い場合は退職勧告を出して退職させるケースもあ
るため、これには労働組合も抗議しています。

― 先ほど、看護師のほとんどが女性だとおっ

しゃっていましたが、正規の職員でも短時間で

の働き方を選ぶ方もいらっしゃるかと思いま

す。これに関して、現状や課題意識等はありま

すか。

【上間】最近は短時間正社員の制度が整備され、
育児のために 1 時間早く退勤する方はたしかに増
えています。しかし、一方で、たとえば 16 時に
帰る職員が多いと 16 時から 17 時の時間帯の人手
が足りないといった状況に陥っている病院も少な
くなく、若い世代からすると、労働組合が子育て
世代を優遇しているのではないかという印象を持
たれているかもしれません。�

6．ジェンダー平等
―管理職登用や賃金など、産業・業種におけるジェ

ンダー格差はどの程度みられますか。これにつ

いて、課題や今後の展望をお聞かせください。

【炭谷】看護師は女性がほ
とんどを占めていますの
で、看護部長・副部長への
昇進は問題ないでしょう。
ただ、病院にたいする発言
力は強くなく、“名ばかり”
になってしまっている印象
もあります。その理由は、
看護部長は経営に関わると
いうより、看護師の人事や
労務管理を中心に担ってい
るためです。そして、院長に関しては、いまだに
女性はほとんどおらず、女性副院長も過去に一人
だけでした。

【上間】副院長も、経営決定権がそこまであるわ
けではありません。管理職は依然として男性が多
くを占めており、そういった意味では、病院にお
ける女性管理職の登用は道半ばです。

― 病院では女性組合員が比較的多いとのことで

すが、執行部における女性の割合、人数につい

てはいかがでしょうか。

【炭谷】全済労では、執行部のメンバーを男女同
じ人数ずつ選出していますが、ほかの組合で同様
の取り組みをおこなっているところはまだ少ない
と思います。

【上間】単組単位では女性の執行委員も増えてお
り、たとえば全済労大阪府支部では、かつては一
人もいなかった女性の執行委員が 4 ～ 5 人いると
いう状況に変わりつつあります。しかし、上部団
体では女性の執行委員の割合は少なく、ヘルスケ
ア労協の執行部に女性はほとんどいません。女性
の執行委員が単組で増加している流れが上部団体
にも波及し、5 ～ 10 年後には上部団体の役員に
も女性がさらに増えていることを期待していま
す。

7．中長期の課題と展望
―貴組織における中長期の課題、および今後の取り

組みなどについて、お考えをお聞かせください。

全済労大阪府支部
執行委員長

炭谷 かおり 氏
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【上間】PSI-JC に加盟している組織の領域は、ま
さしく災害時にもっともニーズが高くなるインフ
ラです。本来、公共サービスは、災害時や感染症
流行期など、いざというときのために存在してい
るにもかかわらず、社会的に十分に守られている
とはいえません。すべての人の健康と生命を守る
ことが私たちの使命であり、健康が維持されるこ
とは基本的人権です。そのために病院や介護施設
の存在が欠かせませんし、私たちの労働条件も守
られる必要があります。医療や介護の産業で働く
人たちの安全は、労働安全衛生法、労働基準法で
しっかり保護されるべきだと思っています。

それにもかかわらず、病院の統廃合が全国的に
進められ、とくに地方においては深刻な状況になっ
ています。地方において、病院は雇用を生み出し、
地域の経済を動かす重要な存在です。大都市はあ
る程度の統廃合が必要かもしれませんが、地域に
病院が 1 つしかないとなると、災害時に機能しな
くなった場合は住民の安全と生命に関わります。
コロナ前から病院の統廃合の計画がなされ、それ
が進もうとしたタイミングでコロナ感染拡大が起
きました。感染拡大初期に患者を引き受けたのは
公立・公的病院でした。統廃合が進んでいたら、
コロナでの死亡者数はさらに多かったのでないか
と思っています。そのような状況に直面してよう
やく公立・公的病院と公共サービスのあり方が見
直されたという対応の遅さも問題だと感じました。

【炭谷】2024 年 4 月から「医師の働き方改革」と
して医師の時間外労働に上限が設けられますが、
看護師やコメディカルへのしわ寄せも心配されま
す。人材不足で現場の看護師が少ないなか、医師
の業務が看護師に移管されると、看護師の長時間
労働、時間外労働が助長されることになります。
その看護師をフォローするのもまた看護助手です
ので、看護助手の業務量と労働時間の増大も問題
になってきます。

【上間】医師の増員は困難なようですが、それを
抜きにしても看護師や看護助手を安い賃金で働か
せたいという思惑を感じます。他産業労働者にも
言えることですが、そもそも賃金が高くないとい
うことが原因だと思います。

―本日はありがとうございました。さいごに、社

会に向けて発信したいことがございましたら

お聞かせください。

【上間】公共サービスとしての側面が大きい病院
事業において、本当に黒字を出すべきなのかどう
かという観点から、連合をはじめ、皆さんにも考
えていただきたいです。全済労の臨時大会でも強
調しましたが、病院や介護施設は収支を黒字化す
ることが目的であってはならないと思います。コ
ロナウイルスが流行した当初は、採算が取れない
という理由で、民間病院のうちコロナ診療をおこ
なう法人はほとんどありませんでした。その分、
公立病院や公的病院がコロナ患者を診ていたので
すが、医療を提供するうえで、採算性の観点だけ
で事業をおこなうことの是非を考える機会になっ
たと思います。私たちの使命は国民の健康と生命
を守ることであって、そのための医療・介護サー
ビスを適切なかたちで提供していくことが大切だ
と思っています。

病院では、診療報酬、介護報酬という枠組みの
なかで賃金交渉、労働条件改善の要求をおこなわ
ざるを得ず、経営側は「ない袖は振れない」とい
うことになります。これは各単組、各法人だけで
解決できる問題ではありません。組合運動の理想
は、この産業で働く仲間が皆労働組合に加入して
いて、一人ひとりが自分たちの労働条件のことを
考え、病院をより良くしていこうとするようなあ
り方だと思います。各組合も、地域医療の維持・
発展のために尽力したり、他の病院とスクラムを
組んで上部団体に働きかけたりするといったこと
が重要だと思います。その意味で、医療・介護産
業における組合運動を一層強化していかなければ
ならないと思っています。

（インタビュー日：2024 年 2月 27 日）
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